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１．まえがき 
 当所では国立機関公害防止等試験研究費により、

「船舶へのＬＣＡの適用に関する調査研究」（平成

１０～１２年度）を実施し、８７，０００ＤＷＴタ

ンカーを対象としたＬＣＩ（ライフサイクルインベ

ントリ）分析を実施した。本研究においては船舶の

建造、運航、解体および伸鉄リサイクル材生産の各

段階のプロセス調査や運航調査を実施し、船舶ＬＣ

Ｉ分析の解析手法を構築するとともに解析ソフトを

試作した。さらに船舶のライフサイクルでのＣＯ２

排出量をプロセス単位で明らかにした。 
 船舶は、船種、サイズ、運航期間・形態が多様で

あるとともに、多数の購入部品を使用して建造され

る。今後、船舶へのＬＣＡ解析手法の的確な適用の

ためには、船舶の多様さに対応したインベントリデ

ータやプロセスデータの整備が必要である。また、

環境影響を評価する環境カテゴリについては、ＣＯ

２排出量だけではなく、地球温暖化、オゾン層破壊、

酸性雨、海洋汚染、資源消費（エネルギー・鉱物資

源）、固形廃棄物なども重要なカテゴリである。これ

らの課題をふまえて平成１３年度より地球環境保全

等試験研究費により「船舶への LCA の適用研究」を

新たに開始した。本研究の主目標は、標準的な船舶

ＬＣＡ解析手法の構築にあり、船舶関係のデータベ

ース（フォアグランドデータ）の充実である。 
本稿では、昨今の環境マネージメントシステム進

展の背景と海洋関連の環境問題の動向をレビューし、

本ＬＣＡ研究の方向性を示す。 
２．環境マネージメント 

２．１ 背景・地球環境問題１） 
 国連は１９７２年に人間環境（ストックホルム）

宣言を採択した。また同年には、ローマクラブの「成

長の限界」という報告が出され、地球の有限性が、

我々の人口と経済の発展の制約となっており、その

規模の安定的維持のためにはゼロ成長を実現するこ

とが必要とされた。しかし、この報告の基になって

いる解析モデルは先進国と開発途上国間の地域差を

無視している点が批判された。先進国と発展途上国

の住民の間という横の公平性と現在世代と将来世代

の間という縦の公平性に配慮した概念、「持続可能

な発展」という概念を国連ブルントラント委員会が

１９８７年に報告した。１９９２年リオデジャネイ

ロで開催された地球サミットで、ストックホルム宣

言を再確認し、「持続可能な発展」の概念を取り入れ

たリオ宣言を採択するとともにアジェンダ２１「持

続可能な開発のための人類の行動計画」を採択した。

同時に、気候変動枠組条約も制定された。 
 リオ宣言以降、環境関連法規制の整備や自主的な

環境改善活動が促進されている。 
２．２ 環境マネージメントの規格１）２） 
 日本国内においては、リオ宣言以降、１９９３年

環境基本法制定、１９９５年包装容器リサイクル法



制定、１９９６年大気汚染防止法改正、１９９７年

廃棄物処理法改正、１９９８年家電リサイクル法公

布、地球温暖化対策推進法制定、１９９９年ＰＲＴ

Ｒ法制定など、法規制による環境管理が促進されて

いる。しかしながら、多くの法規制をもれなくクリ

アすることは遵守する方も、監視するほうも多くの

負担を要し、すべて法規制で多様な環境問題に対処

することは社会全体から見れば合理的な対応ではな

い。このような考えに基づき、組織の自主的な改善

活動を促すような仕組みとして環境マネージメント

の規格が整備されている。 
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 図１ 環境マネジメントシステムのＰＤＣＡサイクル 

行政
組織

従業員
地域住民

顧客

消費者

金融機関

投資家

環境ＮＧＯ

行政
組織

従業員
地域住民

顧客

消費者

金融機関

投資家

環境ＮＧＯ

 環境マネージメント規格群ＩＳＯ１４０００シリ

ーズは、表１に示すように６つの規格群で構成され

ており、ＬＣＡも規格化されている。１９９６年か

ら順次整備されてきたが、現在も改訂、整備作業が

続けられている。 
 
図２ 環境マネージメントにおける

組織の利害関係者 
 

 
 
マネ
（Ｅ

 環境監（Ｅ
 
 （Ｅ

 環境パ（Ｅ
 ライ
 
（ＬＣＡ）

 
環境マ

　表1　環境マネージメント規格シリーズ
発行年 改正

使用・利用の手引 ＩＳＯ 14001 1996 2004
一般指針 ＩＳＯ 14004 1996 2004
一般原則 ＩＳＯ 14010 1996 －
監査手順 ＩＳＯ 14011 1996 －
環境監査員資格基準 ＩＳＯ 14012 1996 －
用地・組織の環境アセス ＩＳＯ 14015 2001 －
一般原則 ＩＳＯ 14020 1998 2000
タイプⅡ（自己宣言） ＩＳＯ 14021 1999 －
タイプⅠ（第三者認証） ＩＳＯ 14024 1999 －
タイプⅢ（詳細ﾘｽﾄ） ＴＲ 14025 2000 －
パフォーマンス評価 ＩＳＯ 14031 1999 －
事例集 ＴＲ 14032 1999 －
原則・枠組み ＩＳＯ 14040 1997 －
インベントリ分析：一般 ＩＳＯ 14041 1998 －
影響評価 ＩＳＯ 14042 2000 －
解釈 ＩＳＯ 14043 2000 －
目的設定等適用事例 ＴＲ 14048 2000 －

ネージメント用語 用語 ＩＳＯ 14050 1998 2002

フサイクルアセスメント

ージメントシステム
ＭＳ）

査
Ａ）

規格番号

環境ラベル
Ｌ）

フォーマンス
ＰＥ）

規　格　名　称  
 
頼性の確保が重要になってくる。 
 環境パフォーマンスが、組織が行う環境側面の環

境マネジメントを数量的に示すものである。これに

対して、ＬＣＡは、製品やサービスのライフサイク

ル各段階での資源・エネルギー投入量、排出物を定

量的な把握（インベントリ分析）や、潜在的環境影

響の定量化し（影響評価）を通じて、環境改善など

にむけた意志決定を支援するための手法である。問

題をライフサイクル全体で評価するものでプロブレ

ムシフトを防止することができる。 

 規格では、組織が自主的に設定する環境方針を実

現するために、マネージメントシステムの要素とし

て、図１に示すＰＤＣＡサイクル、つまり計画（Plan）、

実施及び運用（Do）、点検および是正処置（Check）、

経営層による見直し（Act）というサイクルを規定し

ている。環境法規制の遵守、環境汚染の未然防止に

加えて、システムの継続的改善が重要な点である。

また、利害関係者(Interested Party)は、組織の環

境パフォーマンスに関心を持つか又は影響を受ける

個人又は団体と定義されており、図２に示すように

行政、地域住民、従業員、投資家、顧客、環境保護

団体などと対象範囲が非常に広くなっている。その

ためコミュニケーションの手順や情報の透明性、信 

２．３ グリーン購入 
 ２０００年にグリーン購入法が制定され、国等公 

グリーン商品 ＝ ＋
対環境保全
　企業体質
　　

対環境調和
　商品自体
　　

７項目
・企業理念
・組織
・計画
・システム
・評価
・情報公開
・教育・啓蒙

１１項目
・遵法・自主規制
・省資源
・省エネ
・化学物質
・近傍環境
・リサイクル
・廃棄
・梱包材
・ＬＣＡ
・エコラベル
・情報公開
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 図３ グリーン商品調達基準の例 
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的機関の環境に配慮した製品・役務等の調達の推進

が図られているが、民間においても様々なグリーン

調達や調達基準の作成が行われている。図３は商品

のグリーン度を環境保全に対する企業体質と商品自

体の環境調和性を定量的に総合評価し、環境負荷の

低い業者あるいは商品を優先して調達するするため

の基準の例である３）。評価に際して、商品・素材等

の材料構成調査結果であるマテリアルリストや、有

害性化学物質（ＰＲＴＲ法対象物質、使用禁止物質、

使用量削減物質、排出抑制物質）の有無の調査結果

であるサブスタンスリストは、設計、使用、廃棄あ

るいはリサイクルする際の環境影響情報として重要

である。 
３．グリーンシップにむけて 

３．１ 海洋環境保全 

 海洋汚染物質は、海洋における生物濃縮によって

人を含む生態系に大きな影響を及ぼすために看過で

きないものである。海洋汚染防止のために、陸上発

生の産業廃棄物の海洋投棄は１９７２年採択された

ロンドン条約で原則禁止にされ、さらに１９７８年

に改正されて、洋上焼却も禁止されている。しかし、

下水汚泥、動植物性残さ、家畜糞尿は認められてお

り、全面禁止というわけではない。 
 船舶から排出される油あるいは積み荷としての有

害物質、廃棄物はＭＡＲＰＯＬ７３／７８条約によ

って規制されている。船外排出が可能なビルジ油分

濃度はｐｐｍオーダーで規制されており、低濃度で

はあるが油分の排出は続いている。なお、汚水に関

する附属書Ⅳと大気汚染に関する附属書Ⅵについて

は未だ発効していない。また、船舶の防汚塗料の使

用に

択さ

 Ｉ

全委

は４

ため

②

およ

物質の管理と削減、に関することである。 
 ②に関連する舶用バンカー油の消費量は、全世界

の消費量は不明であるが、ＩＥＡの統計５）によると、

ＯＥＣＤの消費量は１９９８年に８３．１百万トン

である。これは全世界の油供給量３，４１５百万ト

ンの約２％である。ＣＯＰ３（第３回気候変動枠組

条約締約国会議）以降、ＵＮＦＣＣＣ（気候変動枠

組条約）によって、各国のＣＯ２排出量が毎年推計

されているが、外航船からのＣＯ２排出量は現在の

ところ国別排出量には算入されていない。 
 ③はＵＮＥＰ（国連環境計画）において、船舶は

バーゼル条約（有害廃棄物の国境を越える移動およ

びその処分の規制に関する条約）に関連する廃棄物

であると考えているのに対して、ＩＭＯでは船舶は

資源としてリサイクルされるものと考えている。 

３．２ ＬＣＡによる影響評価 
 ＬＣＡにより環境影響（Environmental Impact）

を評価する手順は、①地球温暖化、オゾン層破壊な

ど環境カテゴリ（Impact Category）と称される評価

項目を選択し、②インベントリ分析結果の各項目を

環 境 カ テ ゴ リ に 対 応 づ け る 作 業 、 分 類

（Classification）をし、③インベントリ分析結果

である資源・排出物等の影響度を定量的に表示する

作業、特性化（Characterization）を行って、各環

境カテゴリの影響度を算出する。環境カテゴリの数

は複数存在するので、数値の列記だけでは評価結果

の総合的理解が難しい。そこでカテゴリの相対的影

響評価をするために正規化（Normalization）し、さ

らには統合化のための重み付け（Weighting）をして

得た単一指標によって影響評価する試みが行われて
よる有害影響に関する国際条約が２００１年採

れている。 
ＭＯ（国際海事機関）のＭＥＰＣ（海洋環境保

員会）で現在検討が進められている主要な課題

）、①海洋環境への有害水生生物拡散を防止する

のバラスト水及び沈殿物の排出規制及び管理、

外航船運航に起因する温暖化ガス排出量の把握

び削減対策、③船をリサイクルするために有害

いる。しかし、影響度の空間的・時間的差異をどの

ように評価にいれるか、被害量算定型評価方法では、

統合化する上で算定の途中過程で入る主観的判断を

避けることが出来ない等の課題があり、統一的な方

法は未確立であり、ＩＳＯではオプショナルな事項

とされている。 

 

 ＬＣＡの実務への適用例としては、ＩＳＯ１４０

２５で規定しているタイプⅢ定量的環境情報ラベル



が試行されている。図４は産業環境管理協会（ＪＥ

ＭＡＩ）で実施されているプログラムによる成果６）

７）から作成したものであるが、環境カテゴリ評価ま

で表示される。 

　　船のグリーンシップ化
船舶のグリーン調達・情報開示を促進

　・ＩＳＯ１４０２５　環境ラベルタイプⅢ
　　　　　　　　　（定量的環境情報開示）
　・マテリアルリスト（材料構成表）
　・サブスタンスリスト（化学物質）製品形式

製品（ｋｇ） 包装他（ｋｇ）　 全体（ｋｇ）

　　ﾗｲﾌｻｲｸﾙｽﾃｰｼﾞ
入出力項目 素材 製品

ＭＪ
Ｍｃａｌ

石炭 ｋｇ
原油（燃料用） ｋｇ
天然ガス ｋｇ
… …

原油（原料用） ｋｇ
鉄鉱石 ｋｇ
ボーキサイト ｋｇ
ニッケル鉱石 ｋｇ
… …
木材 ｋｇ
… …
ＣＯ２ ｋｇ
ＳＯｘ ｋｇ
ＮＯｘ ｋｇ
ＣＨ４ ｋｇ
… …
ＢＯＤ ｋｇ
ＣＯＤ ｋｇ
… …

固形廃棄物 ｋｇ
汚泥類 ｋｇ
ｴﾈﾙｷﾞｰ資源
（原油換算） ｋｇ
鉱物資源
（鉄鉱石換算） ｋｇ
… …
温暖化
（ＣＯ２換算） ｋｇ
酸性化
（ＳＯ２換算） ｋｇ
オゾン層破壊
（ＣＦＣ１１換算） ｋｇ
富栄養化
（燐酸塩換算） ｋｇ
… …

製品環境情報開示シート（ＰＥＩＤＳ）

合計

製品分類
ＰＳＣ　Ｎｏ．
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００ 図４ ＬＣＡによる環境ラベルタイプⅢの例
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３．３ グリーンシップ 
 持続可能な開発と環境保全を達成するためには、

船舶・海洋分野においても、法規制の遵守に加えて、

さらなる自主的な環境負荷低減活動を指向する必要

がある。その一環として、グリーン調達、材料・化

学物質の環境マネージメント、情報開示を促進する

必要性があり、これを指向する船をグリーンシップ

と呼ぶことにする。著者らの開発する船舶のＬＣＡ

解析手法は、定量的な環境情報作成のための有効な

ツールとなることを目指すものであり、グリーンシ

ップへ向けた環境マネージメントの重要な部分であ

る。本研究では、図５に示すように、船舶のグリー

ンシップ化のため、タイプⅢ環境ラベル、船舶マテ

リアルリスト（材料構成情報）、サブスタンスリスト

（有害化学物質情報）の枠組みを整備する。 

 持

船舶

境マ

実り

１．

ト便

２．

３．

シン
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て、（１）素材加工（溶接、切断、曲げ、塗装、錆落

とし）、（２）機関運転（主機関、発電機、ボイラ）、

（３）船舶設備（船舶用焼却炉、油水分離器、油清

浄機）、（４）部品製造（ディーゼル機関、大型鋳造 
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図５ 船舶のグリーンシップ化の概念
プロペラ、船舶用電気機器）の現地調査、また

献調査を行う。ＣＯ２排出量算出に大きな影響

ぼす運航記録の調査を実施し、運航実態に基づ

解析が出来るようにする。すでに４隻（８７タ

ー、２６０タンカー、１４０バルカー、６１０

積みコンテナ船）調査してきたが、今後４隻（１

ＬＮＧ船、５１４０ＰＣＣ、９０バルカー、３

０個積みコンテナ船）の調査を予定している。 
研究ではこれまで試作した船舶のＬＣＡソフト

ースとして、インベントリ分析の改良、コスト

、感度解析等の機能を追加する予定である。 
４．むすび 

続可能な開発と環境保全を達成するためには、

分野においてもグリーンシップ化を目指した環

ネージメントが重要な役割をはたす。本研究を

あるものにしていきたい。 
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